
１月２６日午前３時過
ぎに発生したコロンビ
ア地震災害に際し同国
政府の要請を受け、１５
名の国際消防救助隊員
が、同日夜に出発し、
被災地アルメニア市で
検索救助活動を行い、
５名の被災者（遺体）
を救出し、２月４日に
無事帰国しその任務を完了しました。
今回の活動に関し特筆すべきことは、遠隔地
の南米の地震災害に、発災後５０時間以内という、
十分生存者救助が可能な時点で検索・救助活動
を開始したことです。
生存者救出を第一目的とする消防の救助隊に
とっては迅速さが決定的な重要性を持ち、２６日
午後１時に外務省から消防庁に入った国際緊急
援助隊への消防チームの参加要請の内容は、ロ
スアンゼルス行き旅客機の最終便（１８時１５分
発）で出発するため、１５名の隊を編成し出発の
二時間前に成田空港に集合されたいというもの
でした。
これを受けて、国際消防救助隊編成計画で当
日の第一順位に指定されている、東京消防庁、
千葉市消防局、大阪市消防局及び船橋市消防局
の隊員により国際消防救助隊が編成され、４時
間後の午後５時には他の参加機関に先駆けて、
空港内の結団式会場において、大阪市消防局の
消防ヘリコプターにより飛来した隊員２名を含
む１５名の隊員の集結を完了しました。また、今

回の災害には日本の外
欧米の１６カ国が救助チ
ームを派遣しましたが、
日本チームは、米国チ
ームと並んで現地に一
番乗りをしています。
次に、救助活動環境
は、迅速に現地入りし
たこともあり災害の傷
跡が生々しく残り、交

通は極度な混乱・渋滞及び通信は麻痺の状態に
あり、移動手段の確保、関係者との通信、燃料
等の補充物資の調達の面で種々困難があり、激
しい雷雨も降りました。また、生活環境も、水、
電気が途絶した状態が続き、本邦出発以来、機
中２泊を含む３０時間にも及ぶ移動の旅の後直ち
に救助活動に従事する隊員にとって厳しいもの
がありました。
しかし、各隊員は、細田隊長の見事な統率の
下、一切不平不満を漏らさず、明るく元気に任
務に邁進し、その高度な資機材を駆使した救助
技術と要救助者への誠意溢れる献身的な活動に
対し、各国報道陣の高い関心と地元市民等の深
い感謝及び共感が寄せられました。
最後に、今回の任務が無事に完了したことは、

１４名の優れた隊員の編成にご尽力いただいた各
消防機関幹部の皆様、後方支援体制を組み各隊
員の心強い支えとなった皆様、及び隊員の突然
の派遣に伴い生じた補完業務にご協力いただい
た多くの職場仲間の皆様のお力添えに拠るもの
であることを記して、活動報告を終えます。
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去る１月下旬、南米のコロンビア共和国の地

震災害において、コロンビア共和国政府の要請

を受け国際緊急援助隊の一員として救助活動を

行うため、国際消防救助隊が平成１１年１月２６日

から同年２月４日の１０日間にわたりに派遣され

ました。

地震は、平成１１年１月２５日１３時１９分（日本時

間２６日３時１９分）ごろ、コロンビア共和国の首

都サンタフェ・デ・ボゴタから西へ約１８０Km

の付近でマグニチュード６．０の規模で発生し、

死者１，１７１名、重傷者４，７６５名の被害（２月１２日、

現地赤十字社発表）が発生しました。

また、被災地における状況は道路が損壊した

ことにより物資不足が発生し、パワーショベル

などの救助に必要な機材が足りない状況となり、

現地の救助体制だけでは救出作業が難航する状

態となっていました。

このような中で、コロンビア共和国政府から

我が国に対し緊急援助の申し入れがあり、国際

緊急援助隊救助チームの派遣について、外務大

臣から消防庁長官に対し要請がありました。

要請を受け、直ちに消防庁の広域消防応援対

策官を総括官とした、東京消防庁８名、大阪市

消防局２名、千葉市消防局２名、船橋市消防局

を２名の計１５名からなる国際消防救助隊を編成

しました。

なお、消防庁に対し外務省からの派遣要請（２６

日１３時）から、新東京国際空港（成田空港）へ

の参集（同日１６時１５分）まで、実に３時間１５分

あまりという短い時間で参集しなければならな

いという状況でした。大阪市消防局では消防ヘ

リコプターにより隊員を移動させるなど非常に

慌ただしい状況でしたが、１７時過ぎには全隊員

の参集が完了しました。このことは、国際消防

救助隊に登録されている消防本部が、普段から

緊急時のために即応できる出動体制に万全を期

していることをあらためて確認することができ

ました。

成田空港において参集完了後、国際消防援助

隊の結団式を行い、併せて消防庁長官が東京消

防庁の細田司令長を隊長に任命する旨を口頭で

伝達しました。国際消防救助隊は１９時０６分に民

間機で日本を発ち、途中ロサンゼルスで乗り換

えた後、２７日７時００分（以降現地時間、なお日

本との時差はマイナス１２時間）にコロンビア共

和国の首都サンタフェ・デ・ボゴタに到着、直

ちにコロンビア共和国政府が用意した軍用機に

乗り換え２７日１１時３０分に被災地アルメニアに到

着しました。現地の消防本部等と救助活動場所

等の調整を行いながら、他国の救助チームと協

力し救助活動を開始しました。１日目は断続的

な雷雨のなかを１４時間にわたって救助活動を行

い、その後もアルメニア市街地のホテル、共同

店舗、アパートなど４箇所で救助活動を行いま

した。その結果、１日目に男女それぞれ１名、

２日目に男女それぞれ１名、３日目に女性１名

を発見し救助しましたが、残念ながら既に死亡

していました。その中には、がれきの中を探し

ていたところ鮮血を確認したため被災者を探し

出し救出しましたが、この被災者は３時間前に

息を引き取ったということが地元の救急隊から

伝えられ大変惜しまれることもありました。

今回救助活動を行った被災地の倒壊したビル

は、鉄筋コンクリート構造の柱・梁等の構造物

の壁面に鉄筋等の支えの無いれんが等を積み上

げただけの構造が多く、細かく粉砕したがれき

は隙間を埋め、画像探査装置（小型カメラ）の

使用も非常に困難を来す状態でした。そこで隣

コロンビア共和国地震災害における国際消防救助隊の

派遣について

救急救助課
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接ビルの倒壊による二次災害に注意しながら、

パワーショベル等で大きながれきを取り除き、

住民が下敷きになっていると思われる箇所では、

特に注意を払って手動のコンクリート破壊器具

やスコップ等を活用し、手作業によりがれきの

除去を行い、夜間になっても投光器を使用して

作業を続けました。

救助活動中、被災した住民は、我が国の救助

活動を見守り、食糧不足にもかかわらず飲み物

の提供を施し、また、ある市民からは感謝の言

葉が寄せられるなど、被災地住民の助けを受け

救助活動は続けられました。

その後、２９日にコロンビア共和国政府、防災

機関、各国救助チームによる会議が開かれまし

た。その席上でコロンビア共和国政府から、今

後、生存者を救出する可能性は非常に薄いので、

諸外国の救助チームの活動は同日をもって打ち

切りとしたい旨の申し入れと、日本隊をはじめ

とした各国の救助チームに謝意が述べられまし

た。

打ち切りの要請を受けた日本隊は、翌日の３０

日に機材撤収を行い、３１日に日本から携行した

救助資機材の一部を現地の消防機関等に供与す

るとともに、使用方法についても技術指導を行

い、現地消防本部等において、引き続き救助活

動が行えるよう支援してまいりました。

国際緊急援助隊は、２月２日にコロンビア共

和国を出国し、２月４日１６時１０分（日本時間）

日本に帰国し、その後、消防庁において国際消

防救助隊の解隊式が行われ、北出国際消防救助

隊総括官から全員無事帰国した旨の帰国報告を

行い、野田自治大臣からは隊員に対するねぎら

いと被災国からも感謝の言葉が寄せられた旨の

お話を賜りました。

国際消防救助隊の派遣は今回で９回目となり

ますが、迅速な派遣と、高度な技術を駆使し、

救助を待つ被災者の身を気遣う誠意ある活動は、

被災地において深い感銘を受け、日本の救助技

術の高さはさることながら、消防に国境無しと

言われる人道的精神は、被災地において高い評

価が受けられたものと考えられる活動でした。

なお、消防庁では、これら派遣にかかる功績

を讃えるため、今回派遣された隊員に国際協力

功労章を派遣元消防本部に対しては感謝状を３

月２４日に消防庁長官から授与することを予定し

ています。

１ はじめに

近年、我が国では、毎年約６万件の火災が

発生し、約２千人の方が亡くなっています。

平成９年中に発生した火災は、全国で

６１，８８９件であり、このうち失火による火災が

４０，２１８件（全体の６５．０％）で、火災の大半は

火気の取扱いの不注意や不始末から発生した

ものです。

以下に平成９年中における火災による死者

の状況を紹介します。

２ 出火件数と火災による死者数の推移

過去１０年間における出火件数の推移をみる

と、平成９年中の出火件数は６１，８８９件であり、

前年の６４，０６６件に比べ２，１７７件（３．４％）減少

しているものの、平成６年から４年続けて６

万件を上回っています。

一方、火災による死者の推移をみると、平

成９年中の火災による死者数は２，０９５人であ

り、前年の１，９７８人に比べ１１７人（５．９％）増

加しています（第１図）。

火災による死者の実態について（平成９年中）

予 防 課
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３ 月別の死者発生状況

火災による死者の月別の発生状況をみると、

例年火気を使用する機会が多い冬季から春先

にかけて死者が多く発生しており、平成９年

中においても、１月から３月及び１２月の月ご

との死者数は２００人以上（年間の月平均１７５

人）となっており、この４ヶ月間に死者総数

の４７．３％に当たる９９１人の死者が発生してい

ます（第２図）。

４ 時間帯別の死者発生状況

火災による死者の時間帯別発生状況をみる

と、３時台�が１１５人と最も多く、次いで０
時台�が１０８人となっており、就寝時間帯に
多くの死者が発生しています。

一方、最も死者の少ないのは１８時台�で
６０人となっており、次いで８時台�の６２人、
２０時台�、２１時台�及び２３時台�の６３人
となっています（第３図）。

５ 建物用途別、階層別の死者発生状況

建物用途別の死者発生状況をみると、住宅

（一般住宅、共同住宅及び併用住宅�をい
う。以下同じ。）火災での死者が l，１６５人で

８４．５％を占めています。

建物階層別の死者発生状況は、l 階�で
の死者が９１５人（６６．４％）と最も多く、次い

で２階�が３２７人（２３．７％）となっていま
す（第１表）。

６ 年齢別の死者発生状況

年齢別の火災による死者発生状況をみると、

８l歳以上�が２８０人で最も多く、次いで
４６～５０歳�の２０２人となっており、６５歳以
上の高齢者は７８２人で全死者（２，０９５人）の

３７．３％を占めています。

また、性別では、６～１０歳�及び１１～
１５歳�を除きすべての年齢層において男
性�が上回っており、全死者（２，０９５人）の
６４．７％（１，３５６人）を占めています（第４図）。

７ 出火原因別の死者発生状況

第１図 出火件数と死者の推移
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出火原因別の死者発生状況をみると、最も

多いのは放火�で７０５人、次いでたば
こ�の２３７人、スト－ブ�の１５８人となって
います。

なお、死者発生状況を年齢層別でみると、

たばこ�、ストーブ�を始め、こんろ�、
マッチ・ライター�、たき火�等を原因と
する火災による死者は、高齢者層の割合が高

第２図 月別の死者発生状況

第３図 時間帯別の死者発生状況
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くなる傾向にあります（第２表）。

８ 死に至った経過と年齢別の死者発生状況

死に至った経過別の死者発生状況をみると、

逃げ遅れ�が８７５人で放火自殺者を除く死
者総数（１，３２１人）の６６．２％を占め、次いで

着衣着火�が１５８人で１２．０％、出火後再進
入�が２９人で２．２％となっています。

逃げ遅れ�の死者を詳しくみると、病気
・身体不自由�が１９７人で逃げ遅れ�によ
る死者（８７５人）の２２．５％を占め、次いで熟
睡�が１６８人で１９．２％と高い割合を示してい
ます（第３表）。

９ おわりに

以上のとおり平成９年中における火災によ

第１表 建物用途別、階層別の死者発生状況
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６～ １ ０ 
（ ２ １ ） 

２ １ ～ ２ ５ 
（ ５ ４ ） 

１ ６ ～ ２ ０ 
（ ３ ８ ） 

１ １ ～ １ ５ 
（ ２ ０ ） 

５ ６ ～ ６ ０ 
（ １ ９ ４ ） 

５ １ ～ ５ ５ 
（ １ ９ １ ） 

４ １ ～ ４ ５ 
（ １ ３ ０ ） 

２ ６ ～ ３ ０ 
（ ８ ７ ） 

６ ５ ～ ７ ０ 
（ １ ７ ４ ） 

６ １ ～ ６ ４ 
（ １ １ ７ ） 

４ ６ ～ ５ ０ 
（ ２ ０ ２ ） 

３ １ ～ ３ ５ 
（ ８ ８ ） 

０～５ 
（ ５ ２ ） 

８ １ ～ 
（ ２ ８ ０ ） 

７ ６ ～ ８ ０ 
（ １ ７ ４ ） 

３ ６ ～ ４ ０ 
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る死者の傾向をみると、火災件数は約２，０００

件減少しているものの、死者数は増加に転じ

ています。また、この死者のうち、住宅火災

による死者が建物火災の約８割、６５歳以上の

高齢者の死者が全火災の約４割を占めるとい

ったところが特筆されるところです。

消防庁では、各種メディアを活用した広報

活動を展開して防火意識の高揚を図るととも

に、住宅火災による死者の低減に大きな効果

が期待できる住宅用防災機器等の普及促進を

図っているところですが、火災による死者を

大幅に減少させるためには国民一人ひとりが

問題意識を持ち、地域全体で火災予防対策に

取り組むことが必要であることから、各関係

方面の方々におかれても、今後ともより一層

の御協力をお願いする次第であります。

第２表 出火原因別の死者発生状況

第４図 年齢別、性別の死者発生状況（性別不明者２名を除く）
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損
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判断力に欠け、あるい
は、体力的条件が悪く、
ほとんど避難できなか
ったと思われるもの。

延焼拡大が早
かった等のた
め、ほとんど
避難ができな
かったと思わ
れるもの。

逃げれば逃げられたが、逃
げる機会を失ったと思われ
るもの。

避難行動を起こしてい
るが逃げきれなかった
と思われるもの。
一応自力避難したが、
避難中、火傷、ガス
吸引により病院等で
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いったん、屋
外へ避難後、
再進入したと
思われるもの。
出火時屋外に
いて出火後進
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不

明

・

調

査

中

０～５ ５ ０ １ ０ ３９ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ５０ ２ ５２
６～１０ ５ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ３ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ３ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ２ １ ２１ ０ ２１
１１～１５ ５ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ １ ４ １８ ２ ２０
１６～２０ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ６ ７ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ２ １ ２６ １２ ３８
２１～２５ １ ０ ０ ０ ０ ３ １ ０ １ ０ ３ ２ １ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ ２ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ０ ０ ５ ５ ３０ ２４ ５４
２６～３０ ９ １ １ ２ ０ １ ０ ０ ０ １ ４ ３ ０ ０ ０ １ ０ １ １ ４ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ １ １１ ４４ ４３ ８７
３１～３５ ５ ２ １ ２ ０ ０ １ ０ １ １ ２ ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ２ ３ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ０ ４ １２ ４１ ４７ ８８
３６～４０ ３ １ １ ２ ０ ０ １ ０ １ ０ ２ ２ １ ０ ０ ０ ２ ２ ０ １ ０ １ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ １ ３ ９ ３６ ５２ ８８
４１～４５ ９ ３ １ １ ０ ３ ２ ０ ２ ０ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ３ ０ ０ ３ １ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ２ １１ ４８ ８２ １３０
４６～５０ １３ ７ ０ ３ ０ ２ ５ １ １ ０ ２ ０ １ １ ０ ６ ３ ２ １ １ ０ ０ １ １ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ １ ３ １ １ ５ ３３ ９７ １０５ ２０２
５１～５５ １４ ８ ５ ５ ０ ３ １ ０ ０ ３ ６ ０ １ ０ ０ ２ ０ ０ １ ４ ０ ０ ６ ３ ０ ０ ２ ０ １ １ ０ ３ １ １ １ ４ １０ ８６ １０５ １９１
５６～６０ １０ １０ ２ ３ ０ ２ ７ ０ ４ １ ０ ２ １ １ ０ ４ １ １ ４ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３ ０ ２ １ ０ １ １ １ １ １ ２２ ８９ １０５ １９４
６１～６４ ４ ４ ４ ６ ０ ５ ４ ０ １ ０ １ ０ ０ １ ０ ６ ２ ２ ３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ２ １ ０ １ ０ ０ ５ ２ １ ０ ０ １４ ７２ ４５ １１７
６５～７０ １３ ５ １ ５ ０ ２ １８ ０ １ ０ ０ １ ２ １ １ ８ １ ４ １０ ２ １ １ ５ ３ １ ２ ５ ２ ２ ３ ０ ４ ２ ０ １ ３ ９ １１９ ５５ １７４
７１～７５ ２０ １ ４ ６ ０ ２ １０ ０ ０ ０ １ １ １ ４ １ ７ ３ １ ６ １１ ０ ０ ３ ２ １ ０ ３ １ ３ ３ ０ １１ １ １ １ ２ １４ １２５ ２９ １５４
７６～８０ ２０ １ ７ ５ ０ ０ １０ ０ ５ ０ ０ １ ３ ２ ０ １６ ０ １ １１ ９ ２ １ ４ ３ １ ２ ２ ５ １ ６ ０ ７ ６ ２ ２ ０ １２ １４７ ２７ １７４
８１～ ２９ ０ １２ ９ ０ ０ ３１ ６ ２ １ ０ ３ ３ ４ １ ２１ ０ ２ ２３ ２０ ４ １ １２ １ ０ ０ ３ ７ ９ １１ ０ １２ １０ １ ０ １ １９ ２５８ ２２ ２８０
不明 ０ ０ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １１ １４ １７ ３１

計 １６８ ４３ ４１ ５２ ３９ ２３ ９３ ７ ２４ ７ ２９ ２３ １６ １４ ３ ７２ １３ １９ ６３ ７４ ８ ５ ３９ １８ ４ ７ ２２ １５ １９ ２７ ０ ４５ ３０ １０ １４ ３６１９９１，３２１ ７７４ ２，０９５

（割合％）
３０４

（２３．０）
１８６

（１４．１）
５９

（４．５）
１３７

（１０．４）
１８９

（１４．３）
２９

（２．２）
１５８

（１２．０）
２４

（１．８）
２３５

（１７．８）（１００．０）（３６．９）（１００．０）

平成８年 １６１ ４４ ３９ ２８ ４１ １８ ９７ ９ １７ １３ ２３ １２ １０ ７ ０ ６９ １３ ２０ ５８ ７５ １１ １５ ３７ １２ ７ ５ ８ ２０ ２１ ３７ ６ ５１ ３８ ９ ６ ３５１９５１，２６７ ７１１ １，９７８

（割合％）
２７２

（２１．５）
１８２

（１４．４）
４８

（３．８）
１１９
（９．４）

１９６
（１５．５）

２４
（１．９）

１８１
（１４．３）

１５
（１．２）

２３０
（１８．２）（１００．０）（３５．９）（１００．０）

（単位：人）第３表 死に至った経過と年齢別の死者発生状況
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消防大学校は、市町村の消防職団員等に対し

消防幹部として必要な高度の教育訓練を行って

います。

平成１１年度の教育訓練については、総合教育

部門及び専科教育部門の２部門８学科で、地域

社会構造の変化、少子高齢化社会の到来、高度

情報化の進展、さらには災害の複雑多様化等最

近の消防行政を取り巻く環境の変化に対応した

科目の充実を図ります。実施回数は、本科、消

防団長科及び救急科は１回、上級幹部科、幹部

研修科、警防科、予防科及び救助科は２回とな

っています。

実務講習等については、平成１０年度と概ね同

じですが、１１年度にははしご自動車等講習会を

実施することとしています。

平成１１年度の実施学科、実施時期及び教授科

目等については表１から表３のとおりとなって

います。

表１ 実施学科・実施時期等

注）学科の始期は入校日を掲げており、入寮日は入校日の前日です。

平成１１年度消防大学校教育訓練計画について

消防大学校

部 学科・実務講習会 期・回 日数 実 施 時 期 定 員

総

合

教

育

本 科 ５９ １５１ 平成１１年４月６日～９月３日 ５２

幹 部 研 修 科
２７ ７４ 平成１１年４月６日～６月１８日 ６６
２８ ７３ 平成１１年１０月６日～１２月１７日 ６６

上 級 幹 部 科
５８ ２９ 平成１１年５月７日～６月４日 ５４
５９ ３２ 平成１１年９月１４日～１０月１５日 ５４

消 防 団 長 科 ４１ １５ 平成１１年７月２２日～８月５日 ４８

専

科

教

育

警 防 科
６５ ５３ 平成１１年１０月２６日～１２月１７日 ６６
６６ ５２ 平成１２年１月１２日～３月３日 ６６

予 防 科
６６ ８０ 平成１１年６月３０日～９月１７日 ６６
６７ ７３ 平成１２年１月１２日～３月２４日 ６６

救 急 科 ５５ ６６ 平成１１年６月３０日～９月３日 ５４

救 助 科
４０ ６０ 平成１１年４月６日～６月４日 ４８
４１ ６０ 平成１１年８月１７日～１０月１５日 ４８

実

務

講

習

等

ト ッ プ セ ミ ナ ー ３ ５ 平成１１年１１月１５日～１１月１９日 ３６

火 災 調 査
講 習 会

２９ １５ 平成１１年９月１６日～９月３０日 ５２
３０ １２ 平成１１年１１月８日～１１月１９日 ５２
３１ １２ 平成１２年１月２４日～２月４日 ５２

大規模災害発災時に係る災害
対策活動（危機管理）講習会

７ ８ 平成１１年４月１５日～４月２２日 ５４
８ ８ 平成１１年１２月１日～１２月８日 ８０

航 空 消 防 災 害 講 習 会
３ １８ 平成１１年６月２２日～７月９日 ４８
４ １９ 平成１２年２月７日～２月２５日 ３６

緊 急 消 防 援 助 講 習 会 ２ ５ 平成１１年１０月１８日～１０月２２日 ５２
はしご自動車等講習会 １０ ５ 平成１２年３月６日～３月１０日 ５２
消 防 学 校 長 研 修 会 ８ ３ 平成１１年６月１５日～６月１７日 ５４
消 防 教 育 訓 練 研 究 会 ３９ ５ 平成１２年３月１３日～３月１７日 ６６
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部
学科・実務
講 習 等

期・回
１１年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

１２年
１月 ２月 ３月

総

合

教

育

本 科 ５９ 期
６	

３�

幹部研修科 ２７・２８期
６	

１８�
６


１７�

上級幹部科 ５８・５９期
７�

４�
１４	

１５�

消防団長科 ４１ 期
２２�

５�

専

科

教

育

警 防 科 ６５・６６期
２６	

１７�
１２


３�

予 防 科 ６６・６７期
３０


１７�
１２


２４�

救 急 科 ５５ 期
３０


３�

救 助 科 ４０・４１期
６	 ４� １７	

１５�

実

務

講

習

等

ト ッ プ
セ ミ ナ ー ３ 回

１５�
１９�

火災調査え
講 習 会 ２９・３０・３１期

１６�
３０�

８�
１９�

２４�
４�

大規模災害発災時に
係る災害対策活動
（危機管理）講習会

７・８回
１５�

２２�
１�
８


航空消防防
災 講 習 会 ３・４回

２２	
９�

７�
２５�

緊急消防援
講 習 会 ２ 回

１８�
２２�

消防学校長
研 修 会 ８ 回

１５	
１７�

はしご自動
車等講習会 ９ 回

６�
１０�

消防教育訓
練 研 究 会 ３９ 回

１３�
１７�

平成１１年４月～平成１２年３月

注）学科の始期はいずれも入校日を掲げており、入寮は当該日の一日前である。

表２ 平成１１年度消防大学校学科別教育訓練実施時期

－
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表３ 教授科目大綱（予定）

本 科 幹 部 研 修 科
項 目 科 目 数 時間数 項 目 科 目 数 時間数

一 般 教 養 長官講話外１９ ６１ 一 般 教 養 長官講話外１２ ２５

消 防 法 制 消防行政外２９ １３３ 消 防 法 制 消防行政外２１ ５９

消 防 管 理 消防実務管理外１４ ６４ 消 防 管 理 消防実務管理外１２ ４５

消 防 運 用 １８４ 消 防 運 用 １０４

・消 防 対 策 危険物規制外１８ ９２ ・消 防 対 策 消防設備規制外１１ ３８

・現 場 活 動 現場指揮外４ ５１ ・現 場 活 動 現場指揮論外７ ４２

・訓 練 実技訓練外１ ４１ ・訓 練 実技訓練外１ ２４

演 習 実務研究・課題討議 １０６ 演 習 実務研究・課題討議 ３７

日 課 活 動 ホーム・ルーム等 ５３ 日 課 活 動 ホーム・ルーム等 ２０

研 修 等 施設研修等 １１７ 研 修 等 施設研修等 ５２

効 果 測 定 行政法外５ ６ 効 果 測 定 管理者の役割外３ ４

計 ７２４ 計 ３４６

上 級 幹 部 科 消 防 団 長 科
項 目 科 目 数 時間数 項 目 科 目 数 時間数

一 般 教 養 長官講話外１３ ２５ 一 般 教 養 長官講話外４ ９

消 防 法 制 消防行政外９ １９ 消 防 法 制 消防行政外４ ３

消 防 管 理 消防実務管理外８ ２０ 消 防 管 理 団幹部のあり方外６ １５

消 防 運 用 １６ 消 防 運 用 １４

・消 防 対 策 消防運用論外５ １０ ・消 防 対 策 警防対策外３ ８

・訓 練 訓練礼式 ６ ・現 場 活 動 現場指揮外１ ２

演 習 実務討議 １８（２５） ・訓 練 訓練礼式 ４

日 課 活 動 ホーム・ルーム等 ３ 演 習 実務討議 ９

研 修 等 施設研修等 ４２（３５） 日 課 活 動 ホーム・ルーム等 ２

計 １４３ 研 修 等 施設研修等 ２１

注）（ ）内は後期に適用する。 計 ７３
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警 防 科 予 防 科
項 目 科 目 数 時間数 項 目 科 目 数 時間数

一 般 教 養 長官講話外４ １１ 一 般 教 養 長官講話外１１ ２３

消 防 法 制 消防行政外７ ２２ 消 防 法 制 予防行政外１１ ５８

消 防 管 理 消防実務管理外６ ２９ 消 防 管 理 消防実務管理外６ ２６

消 防 運 用 １２２ 消 防 運 用 １２５

・警 防 対 策 震災活動対策外５ １９ ・予 防 対 策 消防広報外９ ２３

・現 場 活 動 現場指揮外２ ４８ ・査 察 防火査察外２ １６

・訓 練 指揮訓練外１ ５５ ・消防用設備規制 消防用設備規制外６ ３３

演 習 実務討議 １４ ・危険物規制 危険物規制外４ ２６

日 課 活 動 ホーム・ルーム等 ４ ・調 査 活 動 火災調査外２ ２１

研 修 等 施設研修等 ４９ ・訓 練 訓練礼式 ６

効 果 測 定 消防作用法外３ ４ 演 習 査察実習、実務討議 ４７

計 ２５５ 日 課 活 動 ホーム・ルーム等 ３０（２３）

研 修 等 施設研修等 ７３（４５）

効 果 測 定 消防作用法外５ ６

計 ３８８（３５３）

注）（ ）内は後期に適用する。

救 急 科 救 助 科
項 目 科 目 数 時間数 項 目 科 目 数 時間数

一 般 教 養 長官講話外９ ２０ 一 般 教 養 長官講話外４ １４

消 防 法 制 救急行政外５ １８ 消 防 法 制 救急救助行政外３ １１

消 防 管 理 消防実務管理外８ ３１ 消 防 管 理 消防実務管理外３ １１

消 防 運 用 １４５ 消 防 運 用 １７８

・救 急 対 策 救急と安全管理外８ ３３ ・救 助 対 策 特殊災害外５ ３１

・救 急 医 学 解剖・生理外６ ４５ ・現 場 活 動 指揮理論外９ ２２

・応急処置技術等 応急処置技術外４ ４７ ・訓 練 現場指揮外９ １２２

・訓 練 隊の行動技術外１ ２０ 演 習 実務討議 １１（１８）

演 習 実務討議 ２２ 日 課 活 動 ホーム・ルーム等 ３（１０）

日 課 活 動 ホーム・ルーム等 １０ 研 修 等 施設研修等 ４５（３８）

研 修 等 施設研修等 ７３ 効 果 測 定 指揮理論外２ ３

効 果 測 定 解剖・生理外５ ６ 計 ２７６（２８３）

計 ３２５ 注）（ ）内は後期に適用する。
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※

平成１０年１１月中に実施された移動タンク貯蔵

所等に対する立入検査結果の概要は、以下のと

おりでした。

この結果によりますと、移動タンク貯蔵所の

基準不適合車両の割合は、前年と同程度となっ

ています。今後とも違反の是正を進めるため、

関係者に基準不適合車両等に対する指導の徹底

を図ったところです。

移動タンク貯蔵所等の立入検査結果

１ 総括表

（注） � 実施場所の区分において、走行中の車両を道路に接した空地等に誘導して立入検査を実施した場合は、道路上�
での実施の区分とした。その他の場所�とは、道路上、常置場所及び危険物の積みおろし場所以外の場所をいう。
� 不適合車両�とは、移動タンク貯蔵所にあっては、貯蔵、取扱いの技術上の基準、位置、構造、設備の技術上の基
準及び移送の基準等に関し、危険物運搬車両にあっては、運搬の基準に関し、１件以上不適合がめられる車両をいう。
� 無許可車両�とは、無許可貯蔵又は無許可変更に係る車両をいう。
� 移動タンク貯蔵所の不適合車両数又は無許可車両数のうち他行政庁�の欄は、立入検査において基準不適合を指
摘した行政庁以外の行政庁によって許可された車両数でうち数である。
� ※の実施消防機関数�の合計欄は、延べ数ではなく実数である。

２ 最近５年間の立入検査実施車両数及び基準不適合車両数の推移

（注）不適合車両数等�には、無許可車両数を含む。

移動タンク貯蔵所等に対する立入検査結果について

危険物規制課

実施場所
実 施
消 防
機関数

実 施

場所数

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 危険物運搬車両
警察機関
との
協力状況

実 施 車 両 数 不適合車両数 無許可車両数 不適合車両数等 実 施

車両数

不適合

車両数
うち他
行政庁 （a） うち他

行政庁 （b） うち他
行政庁 （a+b） うち他

行政庁

道 路 上 ７０７ １，０３３ ４，８５８ ３，０７０ ９０３ ５１５ ８ ８ ９１１ ５２３ ７５１ １５５
有１，０１３
無 ２０

常置場所 ４１７ ５，７３９ １３，３６０ ８０ ２，３６９ ８ ３３ ２ ２，４０２ １０

危険物の
積みおろ
し 場 所

９８ ４１４ １，７００ ５４８ １９４ ６４ ５ ２ １９９ ６６ １６７ １７

そ の 他 ２４１ ９２５ ７，３８８ ３６ １，４８０ １５ １２ ３ １，４９２ １８ ４２６ ３７

合 計 ８９０ ８，１１１ ２７，３０６ ３，７３４ ４，９４６ ６０２ ５８ １５ ５，００４ ６１７ １，３４４ ２０９

年度

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所 危 険 物 運 搬 車 両

実施車両数 不適合車両数等 不適合率（％） 実施車両数 不適合車両数等 不適合率（％）

平成６年度 ２７，５０４ ４，７７１ １７．３５ ２，０７３ ２８３ １３．６５

平成７年度 ２７，０８２ ４，７９２ １７．６９ ２，０１５ ２７４ １３．６０

平成８年度 ２６，９４０ ４，８１４ １７．８７ １，２４７ ２３１ １８．５２

平成９年度 ２７，２４１ ４，９９９ １８．３５ １，５０３ ２４１ １６．０３

平成１０年度 ２７，３０６ ５，００４ １８．３３ １，３４４ ２０９ １５．５５
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３ 基準不適合車両の項目別内訳

４ イエローカードの携行状況

注）調査対象は、危険物を移送・運搬中の車両である。（ガソリン、灯油、軽油、重油、
廃油、動植物油類に係るものは除く。）

項 目
不適合車両数

増減数
１０年度 ９年度

移

動

タ

ン

ク

貯

蔵

所

貯蔵、取扱の
基準不適合
（法１０条３項）

許可品目以外の貯蔵（令２４条１号） ４３ ３７ ６
貯蔵、取扱の不備による漏えい等（令２４条８号、令２６条１項７号） ６２ ３３ ２９
完成検査済証等備え付け義務違反（令２６条１項９号） ７１９ ８１１ －９２
その他の貯蔵、取扱の基準違反（令２４条～２７条（上記の各項号を除く）） １８８ ２２８ －４０

小 計 １，０１２ １，１０９ －９７

設備等の基準
維持義務違反
（法１２条１項）

常置場所に係る基準不適合（令１５条１項１号） ９３ ９４ －１

タンク本体に係る基準不適合
（令１５条１項２号、３号、７号、８号）

塗料の剥離発錆 ３６４ ４２３ －５９
変形、破損 ４１ ４８ －７
漏えい有 １ ０ １

そ の 他 ７１ ７２ －１

附属装置に係る基準不適合
（令１５条１項４号（防波板を除く。）、５号、６号）

変形、破損 ４２ ３３ ９
機 能 不 良 ５９ １１９ －６０
そ の 他 ９０ ７３ １７

配管、弁等に係る基準不適合
（令１５条１項９～１２号）

変形、破損 ３８ ４３ －５
漏えい有 １ ２ －１

機 能 不 良 １９０ １６６ ２４
そ の 他 １５８ １８８ －３０

電気設備、接地導線の不良等（令１５条１項１３号、１４号） ６６３ ６４６ １７
表示、標識の未掲示等
（令１５条１項１７号）

未掲示、不足 ９１ １０７ －１６
そ の 他 ６７８ ６７９ －１

消火器の未設置等
（令２０条）

未設置、不足 １１０ ９３ １７
そ の 他 ７０６ ６０６ １００

その他の設備等の基準不適合（令１５条１項（上記各号を除く）） ５１３ ５７３ －６０
積載式移動タンク貯蔵所の特例基準不適合（令１５条２項） ０ ０ ０
給油タンク車の特例基準不適合（令１５条３項） ０ ０ ０
アルキルアルミニウム等の移動タンク貯蔵所の特例基準不適合（令１５条４項） ０ ０ ０

小 計 ３，９０７ ３，９６３ －５６

移送の基準不
適合
（法１６条の２）

危険物取扱者無乗車（法１６条の２・１項） ３６ ２６ １０
運転要員不足（令３０条の２・２号） ０ ３ －３
危険物取扱者免状不携帯（法１６条の２・３項） ９０ ９７ －７
その他の移送基準に係る不適合（令３０条の２・１号及び３～５号） ３２ ４０ －８

小 計 １５８ １６６ －８
定期点検に係る義務違反（法１４条の３の２） ２，１１２ １，７９９ ３１３

水圧試験未実施 １，１４６ ６７９ ４６７
危険物取扱者の保安講習義務違反（法１３条の２３） ６４５ ６９５ －５０

合 計 ７，８３４ ７，７３２ １０２

危

険

物

運

搬

車

両

運搬の基準不
適合
（法１６条）

運搬容器の技術上の基準不適合（令２８条） ３ １２ －９

積載方法基準不適合
（令２９条）

収納、表示不適合（令２９条１号、２号） ２１ １８ ３
漏えい有 ２ ０ ２

積載不適合（令２９条３号、４号、７号） ４８ ５０ －２
被覆不適合（令２９条５号） ０ １ －１
混載不適合（令２９条６号） １ ０ １

小 計 ７２ ６９ ３

運搬方法基準不適合
（令３０条）

標 識
（令３０条１項２号）

未掲示、不足 ２３ ４１ －１８
そ の 他 ２９ ３３ －４

消火器
（令３０条１項４号）

未設置、不足 ４０ ５０ －１０
そ の 他 ７６ ８８ －１２

その他 １７ ２９ －１２
小 計 １８３ ２４１ －５８

合 計 ２５８ ３２２ －６４

調査台数（台） 携行台数（台） 携行率（％）

移動タンク貯蔵所 １，１１６ １，０２１ ９１．５

危険物運搬車両 １３２ １１５ ８７．１
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１ はじめに

去る２月１８，１９日の両日、広島市の広島国

際会議場において財団法人救急振興財団・広

島市消防局の主催、自治省消防庁・厚生省・

広島県・日本救急医学会・日本臨床救急医学

会・全国消防長会の後援及び財団法人全国市

町村振興協会・広島県医師会・広島市医師会

の協力のもと国際平和文化都市から救急救
命の熱いメッセージを－ '９９in 広島－�をメ
インテーマに第７回全国救急隊員シンポジウ

ムが開催されました。

以下その概要について紹介いたします。

２ 目的

全国救急隊員シンポジウムは、我が国の救

急体制の一層の振興を図る一助として、全国

の救急隊員等を対象とした救急業務の実務的

観点からの研究発表及び意見交換の場を提供

することにより、消防機関の行う救急業務の

充実と発展に資するとともに、救急隊員等相

互の交流を図ることを目的として平成４年度

から毎年開催されております。

３ シンポジウムの構成

第７回全国救急隊員シンポジウムは、２日

間にわたり約２，０００人の参加者を迎え、特別

講演、教育講演、特別発表、パネルディスカ

ッションのほか、日頃の救急業務に係る事例

をテーマとした分科会、救急隊から医師へと

引き継いだ傷病者について院内経過を踏まえ

た症例検討会、救急活動を幅広く扱った自由

演題、拡大９項目と特定行為に係る救急救命

処置を扱ったデモンストレーション、今年か

ら新たに企画されたポスターセッション等の

発表が５会場に分かれ講演、発表、質疑等活

発な意見交換がなされました。

また、別会場では救急資器材の展示・休憩

コーナーにおいて全国から集まった救急隊員

らによる交流、親睦を深めるなどの光景もみ

られました。

４ 各プログラムの概要

� 特別講演

開会式直後に行われた特別講演は、国立

病院東京災害医療センター副院長の辺見弘

先生を講師にむかえ２１世紀の救急ヘリコ
プター搬送をめざして�と題して、救急ヘ
リコプターの必要性、搬送事例、現状の問

題点、今後の課題等について講演がなされ

ました。

� 教育講演

教育講演�は、広島大学医学部附属病院
救急部・集中治療部教授の大谷美奈子先生

から救急業務の処置拡大に対する課題に
ついて�と題して、７年余りが経過した救
急救命士制度について、現在救急救命士が

できる特定３行為の問題点や日本の救急救

命士の処置拡大に対する課題について講演

がなされました。

教育講演�は、杏林大学医学部附属病院
看護部長の中村恵子先生を講師にむかえ

救急現場における患者・家族に対するメ
ンタルサポート�と題して、事故時におけ
る傷病者やその家族の心理や行動から救急

隊員の行うべき接遇のあり方についての講

演がなされました。

� 特別発表

財団法人救急振興財団が実施している研

究事業について先進的調査研究事業の発
表�及び海外救急事情調査事業の発表�
をテーマに医療機関の医師等から高齢者

第７回全国救急隊員シンポジウム

救急救助課
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に対する心肺蘇生法の問題点とその対策�、
新興再興感染症患者の救急搬送に関する
諸問題�、欧州におけるプレホスピタルケ
アの現状�、オーストラリア救急医療研修
視察報告�と題して研究発表がなされまし
た。

� デモンストレーション

デモンストレーション�は救急隊員の行
う応急処置のうち救急標準課程又は救急�
課程修了者が行える応急処置を中心に拡
大９項目に着目した救急活動�と題して２
消防本部が広範囲熱傷患者に対する救命
処置�、長距離搬送に伴う救命処置�の訓
練が実施されました。

デモンストレーション�は、救急救命士
の行う特定行為を中心に救急救命士によ
る救急活動�と題して２消防本部が路面
電車事故救助出動時の救命処置�、現場到
着後、CPAに陥った患者の救命処置�の
訓練が実施されました。

� パネルディスカッション

パネルディスカッションは、杏林大学医

学部救急医学教室助教授の行岡哲男先生を

座長に、救急救命東京研修所主任教授の安

田和弘先生、厚生省健康政策局指導課の川

内敦文主査、消防庁救急救助課の三宅邦明

救急指導係長のアドバイザーを招き、こ
れからの救急救命士教育のあり方�と題し
て４消防本部からのそれぞれの発表に対し

て、貴重な意見をいただき、会場からも活

発な質問等がなされました。

� テーマ別分科会

テーマ別分科会は、５つの分科会に分か

れ女性救急隊員と救急活動�、地域特性
を踏まえた救急活動�、救急業務における
指令室の役割�、応急手当の普及啓発�、救
急隊員の教育について�と題して、各消防
本部の発表者から自らの経験と実践に基づ

いた発表がなされました。また、助言者か

らは、適切なアドバイス、参加者からも活

発な質問等がなされました。

� 自由演題

自由演題は、心疾患�特殊疾患�外
傷・ショック�と題して、日頃から発表者
の研究・検討してきたことに対して２４題が

発表され、助言者のアドバイスや参加者の

質疑等を交えて活発な討議がなされました。

� 症例検討会

症例検討会は、救急処置と院内経過�
と題して救急救命士が特定行為を行い蘇生

した事案について、救急救命士と医師が事

故現場における救急処置と病院内での経過

を交えて症例を検討し、効果的な救急処置

のあり方について発表、質疑等がなされま

した。

 ポスターセッション

ポスターセッションは今回から新たに企

画されたもので、救急業務や救急活動の研

究・事例を文字や表、写真等のパネルに掲

示して、発表するというもので、１０題が発

表されました。

５ おわりに

今回のシンポジウムは国際平和文化都市
から救急救命の熱いメッセージを－ '９９in 広

島－�をメインテーマに、年々増加している
救急需要及び救命効果の向上を求める国民の

要望に応えるべく、救急救命士の処置拡大�、
救急ヘリコプターによる搬送�、応急手当
の普及啓発�等発表者、参加者が会場一帯と
なり白熱した討論が展開されました。これも

今回開催地である広島市消防局をはじめ地元

医師会等関係各機関の御尽力の賜物といえま

す。

次回の第８回全国救急隊員シンポジウム開

催は、平成１１年１月２７日及び２８日福岡市にお

いて開催する予定となっています。回を重ね

るごとにこのシンポジウムが充実、盛況とな

りますよう自治省消防庁といたしましても協

力していく考えです。
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わが広域消防は、昭和４７年６月１日、職員６４

名をもって本州最北端青森県下北半島（通称ま
さかり半島�）の１市３町４村で構成された下
北地域広域行政事務組合�として発足しました。
その後、当組合は、平成元年圏域内のし尿処
理場の管理運営を司どる組合�精神薄弱児童
等の施設の管理運営を司どる組合�をそれぞれ
統合、電子計算センター業務を含めた複合事務

組合に改組され現在の職員数は、管理者部局９８

名、消防長部局２５７名となっております。

圏域面積は１，４１４．５５�、北は津軽海峡、東は
太平洋、西はむつ湾に面し南は、菜の花フェス

ティバルで多くの人々が訪れる横浜町に接して

おります。本州最北端大間崎灯台、東通村尻屋

埼灯台に遊ぶ寒立馬、佐井村仏ヶ浦等々観光景

勝地が多く、国定公園の指定を受け、薬研温泉、

湯ノ川温泉、下風呂温泉は、圏域の有数の観光

地として多勢の人が訪れます。三方が海に囲ま

れ、ウニ、アワビ、ホタテ等の魚貝類、ワラビ、

タケノコ、キノコ等の山菜が豊富で、海の幸、

山の幸を存分に味わえる自然美に恵まれた地域

であります。

圏域の人口は９１，３６０人（平成１０年４月１日現

在）であり、全人口の半数以上が住むむつ市は、

昭和４３年日本で最初にひらがなを引用した市で

す。海上自衛隊大湊地方総監部、海洋研究船み
らい�の母港（当初、原子力船むつ�の母
港）など国、県の出先機関も多く、圏域の中心

となっています。また、むつ市には、高野山、

比叡山と並び日本三大霊場に数えられ、約１２００

年前に天台宗の慈覚大師によって開山されたと

言われる本州最北の霊峰恐山�があります。
多数の観光客も訪れ、特に７月２０日から２４日迄

の恐山大祭には、東北各地から多勢の信者と観

光客が宿坊に寝泊りし、境内では亡き人の霊を

呼び戻すイタコの口寄せ�に涙する老若男女
の姿は、霊場にふさわしい情景を見せつけます。

そして、市街地の背後にそびえる標高８７９メー

トルの釜臥山の展望台からは、夜は、太平洋の

漁火と市街地の灯がむつ湾、平野に沿って広が

り、さながらあげ羽蝶�のような夜景を眼下
に見ることができます。

圏域内の陣容は、１本部４署６分署１分遣所、

消防職員数２５７名及び８消防団、１００分団、２，２９１

名の団員数で、消防協力団体等として６６の幼年

少年婦人消防クラブが結成され、１，７４５名のク

ラブ員数となっております。消防車両の整備状

況は、３０m級はしご付消防ポンプ車、化学消

防ポンプ車、救助工作車等の消防車両を含め、

４１台が配備されております。消防団は、各分団

とも自動車化が図られ、圏域内の機動力は年々

強化されております。

圏域内では、ここ十数年大規模な災害も無く、

火災は、年５０件前後の発生件数で推移しており

ます。特異な災害として、昭和４３年５月１６日午

前９時４６分むつ市に甚大な被害を与えた十勝
沖地震�（マグニチュード７．８）があります。幸
い、人的被害が小さいものでしたが、住家全壊

１８５戸、半壊２８５戸をはじめ、市役所・病院等の

公共施設、土木、漁港、上水道、農水産業施設

が大きな被害を受け、旧国鉄の大湊・大畑両線

の一部路盤が陥落決壊し、長期間不通になった

ものでした。又、昭和５２年２月１３～１５日にかけ

て降り続いた雪は３日間で積雪１７０�を記録し、
住家一部損壊３２戸、非住家損壊４３棟、漁船沈没

５隻その他農林、畜産施設の倒壊が多数発生し

ました。

今、当圏域の二つの地域（大間町、東通村）

北から南から ◆各地の消防だより

#自然の味$と霊峰#恐山$
下北地域広域行政事務組合消防本部 消防長 工藤 一郎
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で原子力発電所が計画され、それぞれ第１次公

開ヒアリングを終えております。東通原発（東

北電力２基、東京電力２基、沸騰水型軽水炉１１０

万 kW×４基）では、東北電力１号炉が平成１７

年７月に運転開始に向け、工事が着々と進行し

ています。原発関連の施設も数多く建設され、

工事関係者の往来が活発になっております。

私達には今、二つの地域の原子力防災対策を

どのようにつくり上げていくかが、当面の課題

となっております。

１ 住宅用防災機器等とは

現在、消防法により一定規模以上の学校、

病院、工場、百貨店などには、スプリンクラ

ー設備や自動火災報知設備などの消防用設備

等を設置することが義務付けられていますが、

一般住宅の防災設備については、各居住者の

自主性にゆだねられています。

自分の家に限っては安心だ�とつい思い
がちですが、実際にはちょっとした不注意か

ら火災が発生して、多くの方が亡くなられて

おり、平成９年中の火災統計によると、建物

火災による死者（放火自殺者等を除く。）の

約９割は、住宅から発生した火災により生じ

ています。また、そのうち６５歳以上の高齢者

が半数以上となっており、今後高齢化が益々

進展していくことを考えると、住宅火災によ

る死者が急増することが懸念されるところで

す。

このため、消防庁では、住宅火災の予防を

消防行政の極めて重大な課題として捉え、住

宅火災による高齢者等の死者を大幅に減少さ

せることを目指し、住宅防火対策に積極的に

取り組んでいます。

住宅防火対策を進める上では、住宅用防災

機器等の設置が有効です。住宅用防災機器等

を備えれば絶対だいじょうぶ�というわけ
ではありませんが、火災発生や死傷者の減少

に大きな効果が期待されます。

以下に主な住宅用防災機器等を紹介します

ので、ご家庭の防災対策の現状にあわせて設

置することをおすすめします。

なお、住宅用防災機器等を購入する目安と

して住宅防火安心マーク�（通称安心マ
ーク�。図１参照)があります。このマークは、
住宅用防災機器等ごとに示す構造・性能等に

係るガイドラインに適合し、施工が容易であ

ることや、供給が適切に行われる等の推奨基

準を満たしているものとして、住宅防火対策

推進協議会が承認した機器等に表示されるも

のです。

� 火災を早く発見するために

ア 住宅用火災警報器

火災を感知して警報音を出し、火災の

発生を素早く知らせます。乾電池式もあ

るので、配線工事等の必要がなく、ドラ

イバー１本で簡単に取り付けられます。

図１ 住宅防火安心マーク

☆住宅防火対策の推進《住宅用防災機器等の設置促進》

（予 防 課）

��������������� 広 報 資 料・５月分 ���������������
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イ 住宅用自動火災報知設備

受信機に熱感知器、煙感知器、ガス漏

れ検知器などさまざまな感知器を接続し

て異常を発見し、それを警報音で知らせ

ます。

� 火災を早く消すために

ア 住宅用消火器

住宅用消火器は、住宅火災に適した消

火器として開発されたもので、軽量で簡

単に操作できる構造になっています。

ABC粉末消火器と強化液消火器とが

あり、性能を表す適応表示マーク（図４

参照）がついています。

イ 住宅用スプリンクラー設備

熱によって自動的に火災の発生を感知

し、スプリンクラーヘッドから水又は消

火性能をもつ薬剤を放出することによっ

て、消火・火災抑制をする設備です。

ウ 住宅用自動消火装置

熱を感知して自動的に消火薬剤を放出

して消火・火災抑制をする装置です。高

齢者の部屋、厨房等に適応します。

� 火災を拡大させないために

ア 防炎物品

防炎物品とは、カーテン、布製ブライ

ンド、じゅうたん等で防炎�の表示（図
６参照）が附され、高層建築物、地下街、

病院、幼稚園等のほか不特定多数の人が

出入りする建築物では使用を義務付けら

れています。

イ 防炎製品

防炎製品とは、寝具や衣類などで火が

接触しても燃え拡がりにくいように加工

された製品です。防炎製品認定委員会で

認定されてたもので防炎製品�の表示
（図８参照）が附されているものは、見

ためや手ざわりは普通のものと変わりな

く、肌に触れたり、幼児がなめたりした

ときの安全チェックもされています。

図２ 住宅用火災警報器

図３ 住宅用消火器・住宅用自動消火装置

図４ 火災の適応表示マーク

図５ 住宅用スプリンクラー設備
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２ 住宅用防災機器等の購入先は

住宅用防災機器等の購入については最寄り

の消防署、工業会、機器販売業協会等にお問

い合せ下さい。なお、住宅用防災機器等の推

奨商品を販売する店舗には住宅防火推奨商
品取扱店�が表示されています。

ドライバーが自ら給油を行うセルフサービス

方式の給油取扱所（セルフスタンド）の設置が、

平成１０年４月から認められているところです。

自治省消防庁が、平成１０年１２月３１日現在での

全国におけるセルフスタンドの設置状況等につ

いて、各都道府県を通じて実態調査を実施した

ところ、全国で既に完成しているセルフスタン

ドは７９件となっています。

また、市町村長等が許可をしたものの、工事

が完了しておらず未完成のものは１０件、市町村

長等において許可申請について審査を行ってい

るもの及び事前相談を受けているものは３６件と

なっています。

このように、セルフスタンドの設置が可能と

なって、ほぼ１年が経過したところですが、セ

ルフスタンドの数は、除々に増加している状況

にあるといえます。しかしながら、セルフスタ

ンドの数が、給油取扱所の総数に比べれば少な

いこと、地域によって数の偏りがあることなど

から、誰もがセルフ給油の経験をするという程

には至っていません。

今後、セルフスタンドがさらに普及するにつ

れて、今まで以上に私たちの生活の中で、自ら

危険物と接する機会が増加することが予想され

図６ 防炎ラベル

図７ 防炎品

図８ 防炎製品ラベル

セルフスタンドの数（完成済みのもの）

☆セルフサービス方式の給油取扱所の現状について

（危険物規制課）

地 域 件 数

北海道・東北 ４

関 東 ２２

北 陸 １

中 部 ８

近 畿 ４

中 国 １８

四 国 １５

九州・沖縄 ７

全 国 ７９
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自動車等への給油に使われるガソリンは、気

温が－４０℃でも爆発性の混合気を形成する物質

ですので、直接点火しなくても、ガソリンから

離れた思わぬところの火源（ライター等の裸火

に限らず、静電気、衝撃の火花なども火源とな

ることがあります。）によって引火する可能性

があります。したがって、セルフスタンドにお

いて、ドライバーの方々が、セルフ給油を行う

場合には、セルフスタンドの従業員の指示に従

うとともに、火災予防上必要な事項を遵守した

安全な給油を心がけていただく必要があります。

私たちは、いつ、どこで、突然のけがや病気

におそわれるか分かりません。また、けがや病

気の中には必要な手当をしないと状態の悪化を

招き生命の危険におちいるものがあります。た

とえば、意識のない人をそのままにしておくと、

舌がのどに落ち込んで呼吸ができなくなり、つ

いには心臓も止まって死に至ることもあります。

また、けがを負い大量に出血している人に、

出血を止める処置をしないでそのまま放置して

おくと出血性ショックにより、やはり死に至り

ます。

それでは、このようなけがや病気の場面に遭

遇したとき、一体私たちは、どのような行動を

とればよいのでしょうか。

図は、ドリンカーの救命曲線といいます。呼

吸が停止した場合（呼吸停止数分後には心臓も

停止します。）人口呼吸や心肺蘇生法を早くす

ればするほど蘇生する割合は高く、遅ければ遅

いほど死亡する割合が高くなるということを示

しています。呼吸停止２分後に人工呼吸を始め

ると９０％位の確率で生命を救えますが、３分後

は７５％、４分後は５０％、そして５分後は２５％と

なり、１０分後にはもうほとんどゼロに近くなっ

ています。すなわち、時間がたてばたつほど生

命を救うことができないことがわかります。

では、救急車は何分ぐらいで来てくれるので

しょうか。救急車が１１９番通報を受けてから救

急事故現場に到着するまでに全国平均６．１分（平

成９年中）です。

しかし、脳が酸素なしで生きていられる時間

はわずか３～４分といわれています。したがっ

て、呼吸や脈拍がない傷病者をそのまま放置し

て救急隊員に引き渡したのでは、仮に生命は救

えたとしても、元の社会生活が出来るまで回復

させることは非常に困難になります。

そこで、このような場合には、一刻も早く適

切な応急手当を行う必要があります。そして、

その応急手当を行う人こそ、その場に居合わせ

たあなた�なのです。
自治省消防庁では、応急手当の普及啓発活
動の推進に関する実施要綱�を定め応急手当に
関する正しい知識と技術の普及に努めております。

応急手当に関する正しい知識と技術を修得し

たい方は、消防機関等が実施する応急手当講習

に積極的に参加してみてはいかがでしょうか。

詳しいことは近くの消防署に電話等でお問い合

わせください。

図 ドリンカーの救命曲線

住民に対する応急手当の普及啓発

（救急救助課）
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１ !消防団"とは
消防団は、消防本部や消防署と同じく消防

組織法によって市町村に設置されている消防

機関です。平成１０年４月１日現在、全国で

３，６４３団とほとんどすべての市町村に設置さ

れており、９６２，６２５名が消防団員として地域

の安全を守るために活躍しています。また、

この中には８，４８５名の女性消防団員も含まれ

ています。

消防団は、自らの地域は自らで守る�と
いう精神に基づき、それぞれの地域の住民有

志によって組織されていますが、その構成員

である消防団員の身分は、特別職の地方公務

員として位置づけられています。

消防団員は、普段は各自の職業に就きなが

ら、いざ火災などの災害が発生した場合には、

いち早く現場へ駆けつけ、消火活動をはじめ、

現場付近の警戒、けが人の救護などにあたっ

ています。

また、風水害や地震、林野火災などの多数

の要員が必要となる大規模災害時においても

救助救出活動、避難誘導、災害防ぎょ活動な

どにあたっており、昨年も８月から１０月にか

けての豪雨、台風による災害において、延べ

約２７万人の消防団員が出動し、危険箇所等の

警戒巡視、要救助者の救助、行方不明者の捜

索、避難誘導、土のう積み等の活動にあたら

れたところです。

さらに、火災予防の面でも、一人暮らしの

高齢者宅への防火訪問、住民指導、巡回広報、

特別警戒など地域に密着した組織として、幅

広い活動を行っています。

このように消防団は、地域の暮らしの安全

を守るため、大変重要な役割を果たしており、

消防団に対する期待は極めて大きなものがあ

ります。

２ 消防団の抱える課題

しかし一方で、近年の社会経済情勢の変化

の影響を受けて、いくつかの課題を抱えてい

ます。

第一は、消防団員数の減少です。昭和２８年

当時２００万人以上いた消防団員も平成２年に

１００万人を割り込み、その後も漸減傾向にあ

ります。

第二が、消防団員の高齢化です。昭和５０年

当時は３０歳未満の消防団員の割合は４０％を超

えていましたが、平成１０年４月１日現在では、

２６．３％と低下し、逆に４０歳以上の消防団員の

割合が３３．５％を占めており、平均年齢は３６歳

を超えています。

第三が、いわゆるサラリーマン団員の増加

です。かつては、農業や自営業に従事する

方々の占める割合が高かったのですが、現在

では被雇用者の方の割合が、７割近くを占め、

地域によっては昼間の消防力の低下が懸念さ

れています。

３ 消防団の充実強化に向けた施策

このような課題に対処し、消防団の充実強

化を推進するため、消防庁では、次のような

施策を推進しています。

�消防団の施設、装備の充実
消防団の施設、装備の充実を図るため、

平成１０年度第３次補正予算においては、消

防団の活動基盤となる施設、設備の総合的

かつ緊急な整備に対して補助を行う消防
団基盤緊急総合整備事業�を創設したほか、
平成１１年度予算案においても、地域におけ

る消防団の活動拠点となる施設に対して補

助を行う消防団拠点施設等整備事業�、
無線機器や安全装備品などの消防団に必要

な設備の総合的な整備に対して補助を行う

消防団活性化総合整備事業�における補

☆消防団活動への理解と協力について"

（消 防 課）
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助金の所要額の確保を図っています。

�消防団員の処遇改善
消防団員の処遇については、従来から地

方交付税における消防団員の報酬や出動手

当等の算入額の引上げを行うとともに、消

防団活動において被災した場合の公務災害

補償における補償基礎額の改善、一定期間

勤めた消防団員が退職する場合に支給され

る退職報償金の基準額の改善を図るなどそ

の改善に努めていますが、平成１１年度にお

いてもそれらの措置を図る予定です。

�青年層・女性層の参加促進
消防団員数の減少や消防団員の高齢化に

対応するため、消防団啓発ポスター、パン

フレットの作成・配布や政府提供のテレビ

番組等、各種広報媒体を通じた PR等によ

り、青年層、女性層の消防団への参加促進

に努めています。

また、消防団に関する幅広い情報を提供

するため、インターネットに消防団のホー

ムページ（URLは http : //www.fdma.go.jp/

syobodan/danindex.html）を開設し、その中

でも消防団の意義・役割等について説明し、

消防団活動に対する理解と協力を求めてい

ます。

４ 消防団活動に対する理解と協力のお願い

このように消防庁では、地域を守る消防団

の充実強化のための施策を実施し、地域の安

全確保に努めているところですが、火災や風

水害、地震等の災害に備え、安全で災害に強

いまちづくりを進めるためには、住民の皆さ

んの地域防災への関心を高めていただくとと

もに、地域全体の防災体制を確立し、その中

心的な役割を担うのにもっともふさわしい消

防団の充実強化をより一層推進していくこと

が重要であると考えられます。そのためには、

住民の皆さん一人ひとりの消防団に対する理

解と協力が不可欠です。

消防団員は、自らの仕事のかたわら、災害

が発生した際には真っ先に災害現場に出動す

るとともに、その職務の性質上、日常におい

ても訓練等が要求されますので、家族はもと

より、いわゆるサラリーマン団員の場合には、

企業、事業所の理解と協力が欠かせません。

家族や勤め先の方々をはじめとする皆さんの

理解と協力が得られてはじめて、消防団は、

住民と一体となった消防防災活動を行うこと

ができるのです。

消防団の充実強化のため、消防団とその活

動に対する一層のご理解とご協力をお願いし

ます。

我が国の国土は、急峻な地形のため、河川は

著しく急勾配であり、豊富な降雨が短時間に流

出するため、洪水などによる災害が起こりやす

くなっています。また、低地の平野部に人口が

集中しており、さらに最近は、傾斜地やその周

辺地域の宅地化の進展など、災害発生の危険性

が高くなっています。

昨年も、８月から１０月にかけて集中豪雨や台

風が全国各地を襲い、大きな被害をもたらすな

ど、毎年のように風水害による被害が発生して

います。

今年も、これから梅雨や台風の季節を迎える

にあたり、風水害による被害を最小限にとどめ

るため、自治体や消防機関と住民とが一体とな

った地域ぐるみの万全の体制を整えておくこと

が必要です。

降雨期には、それぞれの地域の特性に応じて

様々な災害が発生します。まず、自分達が住ん

でいる地域について、がけ崩れ、土石流等の土

砂災害や河川の氾濫などの災害が発生する恐れ

☆風水害への備え

（防 災 課）
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があるのかどうか、また、発生する恐れがある

場合に予想される危険箇所はどこなのかなどを

市町村等に尋ね、日頃から十分注意しておくこ

とが大切です。そして、特に災害の発生する恐

れのある地域の皆さんは、防災訓練などのほか、

自治体や消防機関あるいは自主防災組織などが

開催する研修会、説明会、イベントなどに積極

的に参加したり、広報紙やパンフレットなどを

通じて、普段から防災に関する知識を蓄え、い

ざというときの対応力を身に付けるなど、災害

に対する警戒を怠らないようにしてください。

大規模な災害により広範囲にわたる被害が発

生した場合には、防災関係機関などによる活動

が困難になることも予想されますので、地域の

住民一人ひとりが自分たちの地域は自分たち
で守る�という連帯意識を持ち、自主的な防災
活動を行うことも大切です。このような活動が

効果的、組織的に行われるためには、地域ごと

に自主防災組織の活動を充実させ、日頃から防

災用資機材の整備などを進めるとともに、風水

害などの災害が発生した場合を想定して、地域

の実情に応じた実践的な訓練を皆さん自身で積

み重ねておくことが大切です。

また、台風が近づいているときや梅雨の時期

には、テレビやラジオ、防災行政無線などで流

される気象注意報・警報などに十分注意するよ

うにしましょう。土砂崩れや高潮など災害の発

生が予想されたり家屋などに危険が迫ったとき、

市町村長から避難の勧告や指示が出されます。

皆さんのまわりには、一時的に避難する場所が

事前に指定されていますので、日頃からその位

置やそこまでの道筋を確認しておきましょう。

実際に避難の勧告や指示が出された場合にはこ

れに従い、地域の人々と協力しあって避難をし

ていただくことになりますが、周囲の状況から

みて危険と判断した場合には、避難の勧告や指

示がまだなくても、自主的に避難をして災害か

ら身を守ることも大切です。

日頃から、避難するときのために携行品（懐

中電灯、ラジオ、非常食など）や家族それぞれ

の氏名票（住所、氏名、生年月日、血液型、勤

務先、非常連絡先、避難予定地などを記入して

おく）などを準備しておくとともに、家族それ

ぞれの役割分担や避難先でおちあう場所などに

ついて話し合う“家族防災会議�を開き、重要
なことはあらかじめ決めておきましょう。また、

避難するときは動きやすい服装であわてず落ち

着いて行動し、回り道でもあらかじめ確認して

おいた安全な避難路を選んで避難場所まで行く

ようにしましょう。特にお年寄り、子ども、病

人、体の不自由な方などには、家族の人ばかり

ではなく近所の人も気配りをして、早めに避難

をするよう心がけることが大切です。

住民のみなさんと防災関係機関が一体となっ

て、より一層の防災体制の強化に努め、風水害

による被害をなくしましょう。
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平成１０年度消防功労者表彰式について

平成１０年度消防功労者表彰式を去る３月５日

�の１０時００分から港区虎ノ門ニッショーホール
において、衆議院地方行政委員会委員長ほか多

数の来賓の御臨席のもと盛大に挙行いたしまし

た。

今回受章された方々（団体）は

１ 防災思想の普及、消防施設の整備、その他

災害の防ぎょに関する対策、消防教育の実施

についてその成績特に優秀な者

２ 永年勤続し、その成績が優秀で他の模範と

認められる者

３ 防災思想の普及、消防施設の整備、その他

災害の防ぎょに関する対策の実施について、

その成績特に優秀でかつ他の模範となると認

められる消防機関等で受章者（団体）は次の

とおりです。

消防庁長官定例表彰受章者

功労章 １７５名

永年勤続功労章 ２，３４８名

表彰状 ４名

計 ２，５２７名

消防庁長官定例表彰受章機関

表彰旗 ４５機関

竿頭綬 ４３機関

計 ８８機関

式典では、大野総務課長の司会により進行し、

谷合消防庁長官の式辞�の後各表彰ごとにそ
れぞれの代表者に章記等を授与しました。最後

に受章者の代表が謝辞�を述べ、表彰式を終
了しました。

なお、今回の代表謝辞者及び代表受領者は次

の方々です。

代表謝辞 岡山県 津山圏域消防組合消防本部 消防正監 光井 宣之

功労章 福井県 三国町消防団 団 長 井上 一雄

永年勤続功労章 青森県 青森市消防団 副 団 長 鹿内 忠雄

表彰状 大分県 大分県消防学校 校 長 上條 啓

表彰旗 熊本県 蘇陽町消防団

竿頭綬 岐阜県 清見村消防団

総 務 課

��������������� 最 近 の 行 事 か ら ���������������
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平 成 １０ 年 度

消防防災機器の開発等及び消防防災科学論文の

の入選作品について

自治体消防制度５０周年を記念して、消防庁は

平成９年度から消防科学・技術の高度化と消防

防災活動の活性化に寄与することを目的に消防

防災機器の改良・開発及び消防防災科学に関す

る論文を募集し、優秀な作品を消防庁長官が表

彰する制度を発足させました。

その結果、平成１０年９月３０日までに全国の消

防関係機関、消防機器メーカー、一般企業、個

人等から７５件［機器の改良・開発：６３件、科学

論文：１２件］の応募がありました。

入選作品は、次の９編（入選作品一覧のとお

り）であり、去る、平成１１年３月１０日
に表彰
式を行ったところです。

入選作品一覧

（A）消防吏員による消防防災機器の開発等の部（５編）

・フォグガン用ピックアップ式泡ノズルの改良�
市川和由、篠宮賢二 （東京消防庁）

・アウトリガー張り出し補助装置�プレアウトリガー誘導ビーム��
川畑一義 （呉市消防局）

・バルブキー及び蓋開けの改良� 佐藤貴洋 （川越地区消防組合消防本部）

・操作要領の絵文字化（消防用設備等の標識・操作要領表示の改良）�
消火器具等国際化プロジェクトチーム 代表杉山 久 （京都市消防局）

・ラリンゲアルマスク用カフ形成器の考案� 三谷 隆 （広島市消防局）

（B）消防吏員による消防防災科学論文の部（３編）

・消防用ホースを活用しての空気注入による水面上延長とその多目的応用活用について�
河野廣義、滝本弘美、小谷正範 （大阪市消防局）

・文化財（美術工芸品）の防火・消防活動対策に関する考察�
西村常男、伊藤芳隆 （京都市消防局）

・木造共同住宅に対する火災予防対策について� 柳田賢司 （京都市消防局）

（C）一般による消防機器の開発等の部（１編）

・レスキューロボットの開発� 有年雅敏、阿部 剛（兵庫県立工業技術センター）

消防庁消防研究所
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平成１１年２月の通知・通達について

消防研究所の一般公開について

消防庁消防研究所では、平成１１年度科学技術週間における行事の一環として、次のとおり一般公開を

行います。

１ 日 時 平成１１年４月１６日�
１０：００～１６：００

２ 場 所 消防庁消防研究所

三鷹市中原３丁目１４ー１

TEL．（０４２２）４４ー８３３１

３ 公開概要 消防研究所が行っている消防防災の科学技術の基礎から応用にわたる研究、

開発、試験等について、ビデオ、写真パネル実験の実演などにより、説明、紹

介いたします。

☆テレビによる防災キャンペーン（４月分）☆

��������������� お 知 ら せ ���������������

発 番 号 日 付 あ て 先 発信者 標 題

消防予第２５号 １１．２．２ 各都道府県消防主管部長 予防課長 放送設備のスピ－カ－の性能に応じた設置ガ
イドラインについて

〃 ２６号 １１．２．２ 各都道府県消防主管部長 予防課長 火災予防条例等を活用した住宅防火対策の推
進について

消防災第９号 １１．２．２ 各都道府県消防防災主管
部長

防災課長 火災に対する警戒の強化について

消防予第３５号 １１．２．１７ 各都道府県消防主管部長 予防課長 旅館・ホテル等に係る防火安全対策の徹底に
ついて

消防救第４５号 １１．２．２３ 各都道府県消防防災主管
部長

救急救助課長 臓器の緊急搬送について

消防危第１６号 １１．２．２５ 各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 給油取扱所における単独荷卸しに係る運用に
ついて

ご存じですか ―防災ミニ百科―

放送日 主管課 テ ー マ

４月８日 防 災 課 少年消防クラブフレンドシップ '９９

４月２２日 防 災 課 林野火災の防止

－２７－



☆３月７日は消防記念日

☆少年消防クラブ活動の理解と参加の呼びかけ

☆春の行楽期における火災の被害防止

☆防火管理の充実

３月の広報テーマ

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp

編 集 発 行

消 防 庁 総 務 課

〒１０５―８４８９東京都港区虎ノ門

２丁目２番１号

TEL ��（����）����

編 集 後 記

あちらこちらで、花の便りを耳にする季節となりましたが、それに比例す

るかのように、マスクをしている人をよく目にするようになりました。花粉

症の方々にとっては辛い時期を迎え、憂鬱な日々を過ごされていることでし

ょう。

さて、本年度も残すところ後１ヶ月となりました。この時期は卒業式や人

事異動のシーズンでもあり、新たな場所への思いを募らせている方々も多い

のではないでしょうか。私自身この一年を振り返ると消防庁の広報係として

の仕事に携わり、消防において広報がいかに大切なものであるかを再認識さ

せられました。もっと国民の皆様方に消防を理解していただき、また、私ど

も消防行政に携わる者も消防を知っていただくための広報について努力して

いかなければなりません。

消防職団員の多くは災害現場において活動し、いかなる災害においても、

時には自分自身を危険な身にさらしてまでも、国民の生命、身体、財産を火

災等の災害から守ることを任務としています。消防が�自治体消防�として
発足して昨年の３月７日で５０年が過ぎました。�自らの地域を自らの手で火
災その他の災害から守る�ことを住民の皆様方に再度、認識していただき、
積極的に地域の防災活動等に参加していただくことが、これからの２１世紀に

向けての災害に強い安全なまちづくりを進めるうえで重要なことだと思います。

私自身、常日頃から思っている事があります。消防とは、�助けを求めて
いる人に希望を与えること�言い換えれば（help=hope）である。このこと
を肝に銘じ持ち、これからも消防行政に携わっていきたいと思っております。

私の担当する編集後記も今月号で最後となりました。つたない文章で読み

ぐるしい点が多々あったかと思いますが、心温かく見守っていただいたこと

に感謝しております。

来月号からは新たに担当者が変わりますが、引き続きご愛読の程よろしく

お願いいたします。

－２８－


